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金融機関が支援できること

生産性向上・成長加速へ
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講演者 プロフィール

• 北海道銀行入行（H5（1993年）入行）

• 最初の勤務は白石支店

• その後東京に異動 マーケット部門で外国為替・短期金融市場

でディーラーとしてトレーディング業務に従事

その後、商品開発等本部業務中心に従事

• 北海道庁経済部ゼロカーボン推進局（現GX推進局）へ出向し、「ゼロカーボン北海道」の推進に参加

• 23年7月「GX推進戦略」が策定され、その中で一丁目一番地として「徹底した省エネ」推進が明記され,道内複数地域

事業者脱炭素の推進を任され、全道各地で普及に向けたセミナー、講演活動を実施

• 23年度から事業者脱炭素推進事業として、「CNFS（カーボンニュートラルファーストステップ）支援事業」開始
30社の脱炭素経営計画を策定・道庁HPにて公開中

• 24年7月「省エネ・地域パートナーシップ」（経済産業省）制度が発足、ほくほくFG両行はパートナー金融機関として参加

• 2025年7月より現職

㈱ほくほくフィナンシャルグループ SX推進部 兼
㈱北海道銀行 法人ソリューション部
ソリューション営業室 次長
（戦略サポートチーム）

太田 正亮(オオタマサアキ)

・サステナビリティ脱炭素アナリスト（環境省認
定制度脱炭素アドバイザーアドバンスト）

・宅地建物取引士他

「 R 6 年 度 C N F S 支 援 事 業 内 容 」「 G X 推 進 戦 略 」 閣 議 決 定「 省 エ ネ ・ 地 域 パ ー ト ナ シ ッ プ 」



© 2025 HAKUHODO

目次
2

1. 背景
⑴「総合経済対策」に見える
        地方と中小企業支援への決意

2. GX！金融機関支援 あります

⑴ GXとは「徹底した〇〇〇」
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⑶ 成長投資で売上拡大

4. 豊かな未来をめざして
金融機関支援 あります 
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(1) 「総合経済対策」に見える地方と中小企業支援への決意

内閣府：https://www5.cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/keizaitaisaku.html

背景

https://www5.cao.go.jp/keizai1/keizaitaisaku/keizaitaisaku.html
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GX

2つのアプローチ

エネルギー安全保障の実現

エネルギーの
海外依存からの脱却
( 再 エ ネ 、 原 発 、 水 素 、 核 融 合 )

「徹底した省エネ」
の実施

(1)   GX（ グ リ ー ン ト ラ ン ス フ ォ ー メ ー シ ョ ン ）とは

※参考：GX2040ビジョンの概要 令和7年内閣官房GX実行推進室
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（1）本事例の会社概要
年商213億円 食品卸売業他小売り

営業利益率 2％（例示）
資本金 1億円
設備 大型精米工場、保管倉庫等
従業員数 82名

（3）診断結果

（4）コスト削減は売上増加と同様の効果
年間コスト削減額＝12,696千円

☟

この分「営業利益」を 押上！
☟
同社の「営業利益率」＝2％

☟売上高で表現することで、生産性向上効果を実感

売上高増加相当額
＝営業利益増加額÷営業利益率

12,696,000÷2％⇒6.3億円

種別 内容 年間削減金額(千円) 投資金額(千円) 投資回収(年)

省エネ 運用改善※2 4,019 - -

投資改善※3 4,646 8,289 1.0

小計 8,665 8,289 1.0

再エネ PV 4,031 40,500 10.0

総計 12,696 48,789 3.8

付加価値生産性
の向上へ

売上10億円相当の利益を生み出した事例

※1北海道庁「R6年度カーボンニュートラルファーストステップ支援事業」参加

※2 設備投資を伴わない、日常業務における意識改革や工夫によってエネルギー

消費を削減する取り組み
  ※3 設備投資によりエネルギー消費を削減する取り組み

（2）実施事項

「省エネ最適化診断」
「ステップアップ診断」を受診

（5）その結果・・
・想定外の好結果に経営陣は、度肝を抜かれた。
・経営会議を開催し、省エネ投資に加え、懸案だった
大型設備投資を決定

☟
〇億円の設備投資を決定
〇金融機関と連携。省エネ補助金の活用
と銀行融資を検討している。

(2) 省エネ診断で生産性向上（脱炭素も実現へ）GX
5

おかげ様で
決断できました。

ありがとう
ガッチリ！

潜 在 C O 2 削 減 率
3 4 ％
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●省エネ最適化診断 25,850円

GX (3) その破壊的な「費用 対 効果」

●ステップアップ診断 16,940円

① 費用合計 42,790円

●省エネ効果(年間) 8,665千円

●再エネ効果(年間) 4,031千円

② 効果合計 12,696千円

「費用」対「効果」＝②÷①

296.7倍！（・・・破壊的効果）

注：前項の事例に基づき計算したものであり、全てのケースを説明するものではありません。

9割補助



© 2025 HAKUHODO

7

敵を知り己を知れ
ば百戦危うからず

～孫子の兵法

会社の成長を促したい！

知る・測る・減らす の３ステップ

まず！「省エネルギー診断」受診で無駄なコストの洗出し

「省エネルギー診断」の2つのパワー

CO2削減
ソリューション

エネルギーコスト削減
ソリューション

万
能
薬

「脱炭素経営」
の最初の一歩

CNFS支援事業

様々な経営課題対策の第一歩へ
●脱炭素経営への取組

●人手不足・賃上対策 ●物価高対策 ●金利上昇対策

＜生産性引き上げへ＞
「 R 6 年 度 C N F S 支 援 事 業 内 容 」

付加価値・生産性の向上

GX (4) 最初の一歩 それは「省エネ診断」
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(5) 省エネ・地域パートナーシップ（産・官・金の連携）

参照経済産業省資源エネルギー庁：https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/chiiki_partnership/index.html

パートナー金融機関が
発行する「パートナー
金融機関確認書」があ
れば、「省エネ補助
金」の加点措置あり！

「省エネ診断」受診
「省エネ補助金」の
加点措置あり！

GX

金 産

官

官

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/chiiki_partnership/index.html
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令和７年度補正予算 省エネ支援パッケージ
省エネ補助金・・拡充！

経済産業省資源エネルギー庁：https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/package.html

9

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/package.html
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１．近時の国の中小企業支援策

✓ 「賃上げと投資が牽引する成長型経済への移行」に向けて
企業規模別の成長支援を実施

中小企業施策について 2025年５月26日 中小企業庁 https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/soukai/043/dl/s002.pdf

中小企業政策審議会（第43回） https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/soukai/043/043.html

(1) 「100億宣言」とは？1 0 0
億宣言

10

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/soukai/043/dl/s002.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/soukai/043/043.html
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(2) 「100億宣言」政府の思い
11

1 0 0
億宣言

我が国は、この30年余の間、バブル崩壊に伴う混乱やデフレ,コ
ロナ禍といった幾多の難局に直面してきました

現在、我が国経済は、デフレに後戻りせず、「賃上げと投資が牽

引する成長型経済」に移行できるかどうか、まさに正念場です。

その鍵は日本の雇用の７割、付加価値の５割以上を占める中小企
業・小規模事業者の皆様の成長にあり、政府は全力で応援します。

地域経済においては、地域に良質な雇用を生み出すためには、良
質な雇用や域内仕入れなど地域経済にインパクトをもたらす一定
規模の企業を創出していくことが重要であり、「売上高100億
円」を実現し、多くの付加価値を生み出すことが一つの方策であ
ると考えます。

「売上高100億円」というのは、経営者・社員の皆様が一丸とな
り、会社を盛り上げ、投資と賃上げを通じ、更なる成長への
「きっかけ」になると考えます。

今、まさに潮目であり、日本が変革期を迎えようとしていると

ころ、成長に向けた賽は投げられました。

官民共に新たなステージへ、このような思いの下、より多くの経
営者の皆様の宣言を期待し、「100億宣言」を始動します。

※ポータルサイト記載内容を要約

【政府の思い】

1 0 0 億 宣 言 ポ ー タ ル サ イ ト
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(3) 成長投資で売上拡大 支援策がゾクゾク
12

1 0 0
億宣言

「補助金」は第三の資金調達
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令和７年度 経済産業省概算要求

100億円を目指す成長志向中小企業の設備投資と賃上実現を支援

経済産業省：https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2025/index.html

13

https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2025/index.html
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豊かな未来をめざして

デフレマインドにオサラバ！
未来へむけて早速行動しよう

そして、成長しよう

14

「価格転嫁」 「賃上げ」

「投資」が循環する

成長型経済へ

価格上昇

消費拡大

供給能力拡大＝設備投資

売上拡大

「予見性」＝「持続可能性」

物価高 インフレーション

金融機関にご相談ください
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ご清聴ありがとうございました。

＜ディスクレーマー＞

本資料は、情報提供を目的として作成されたものであり、取引の契約・申込やその他目的のために作成されたものではありません。

本資料に含まれる情報の正確性、完全性、妥当性を保証するものではなく、また本資料に含まれる情報がもたらす一切の影響について
責任を負うものではありません。

本資料の一部または全部を弊社の承諾なしに無断での複製、配布、外部での利用及び第三社への開示はなされることのないようにお願
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